
１．継続事業の前提に関する注記

　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券……償却原価法によっている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　　建物・構築物、什器備品及びソフトウェア……　定額法によっている。

　(3) 引当金の計上基準

　(4) リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　(5) 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　　　　　　　　　　　　    額のうち、当期に帰属する金額を計上している。
　  　賞与引当金 …………… 職員（年俸制適用職員を除く）の賞与の支給に備えるため、支給見込

財務諸表に対する注記

      役員退職慰労引当金……役員退職慰労金規則に基づき、常勤役員の期末退職慰労金に相当する
　　　　　　　　　　　　　　金額を計上している。
 　 　退職給付引当金…………退職金規則に基づき、常勤委員、財団職員の期末退職給与の自己都合

　　　　　　　　　　　 支給額に相当する金額を計上している。



３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前　年　度 当　年　度 当　年　度 当　年　度

末  残  高 増  加  額 減  少  額 末  残  高

基本財産

投資有価証券 999,330,833 500,000,000 499,943,218 999,387,615

定期性預金 669,167 18,910 75,692 612,385

小計 1,000,000,000 500,018,910 500,018,910 1,000,000,000

特定資産

　 役員退職慰労引当資産 7,002,000 2,100,600 0 9,102,600

退職給付引当資産 63,275,400 8,337,900 12,098,700 59,514,600

国際対応積立資産 300,000,000 0 50,000,000 250,000,000

保守費用対応積立資産 102,000,000 102,000,000 34,000,000 170,000,000

固定資産取得積立資産 200,000,000 50,000,000 0 250,000,000

ｼｽﾃﾑ一部改定積立資産 18,000,000 0 0 18,000,000

小計 690,277,400 162,438,500 96,098,700 756,617,200

合計 1,690,277,400 662,457,410 596,117,610 1,756,617,200

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）
(うち指定正味 (うち一般正味 （うち負債

科　目 当年度末残高 財 産 か らの 財 産 か らの に 対 応
充   当   額) 充   当   額)   す る 額）

基本財産

投資有価証券 999,387,615 (999,387,615) （　　-　　） -

定期性預金 612,385 (612,385) （　　-　　） -

小計 1,000,000,000 (1,000,000,000) （　　-　　） -

特定資産

　 役員退職慰労引当資産 9,102,600 （　　-　　） （　　-　　） (9,102,600)

退職給付引当資産 59,514,600 （　　-　　） （　　-　　） (59,514,600)

国際対応積立資産 250,000,000 （　　-　　） (250,000,000) -

保守費用対応積立資産 170,000,000 （　　-　　） (170,000,000) -

固定資産取得積立資産 250,000,000 （　　-　　） (250,000,000) -

ｼｽﾃﾑ一部改定積立資産 18,000,000 （　　-　　） (18,000,000) -

小計 756,617,200 （　　-　　） (688,000,000) (68,617,200)

合計 1,756,617,200 (1,000,000,000) (688,000,000) (68,617,200)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高

（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当年度末残高

建物・構築物 60,791,457 42,666,482 18,124,975

什器備品 109,642,611 71,904,230 37,738,381

ソフトウェア 235,281,628 177,557,676 57,723,952

合　　　計 405,715,696 292,128,388 113,587,308

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　目

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高は、次のとおりである。



（単位：円）

帳簿価額 時価 評価損益

野村證券第756回利付都債（10年） 100,000,000 98,957,200 -1,042,800

野村證券第339回利付国債（10年） 99,604,000 103,284,300 3,680,300

野村證券第341回利付国債（10年） 99,825,000 102,435,200 2,610,200

大和証券第756回利付都債（10年） 200,000,000 198,040,000 -1,960,000

大和証券第339回利付国債（10年） 99,604,000 103,280,000 3,676,000

SMBC日興証券第756回利付都債（10年） 200,000,000 198,060,000 -1,940,000

SMBC日興証券第339回利付国債（10年） 99,604,000 103,280,000 3,676,000

SMBC日興証券第340回利付国債（10年） 100,750,615 103,300,000 2,549,385

999,387,615 1,010,636,700 11,249,085

*帳簿価額は、償却原価法で評価した後の金額となっている。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

金　　額

  基本財産運用益計上による振替額 4,305,664

4,305,664

経常収益への振替額

合　　　　計

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

種類及び銘柄

合　　　計

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　　容


